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Ⅰ 連絡会議「検討部会」の取組 
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１ 「検討部会」の取組 

新公会計制度普及促進連絡会議を構成する各団体(※)では、平成 30年度までに新公会計制度の導

入、財務諸表の作成を進めてきました。 

※連絡会議構成自治体：東京都、大阪府、新潟県、愛知県、東京都町田市、大阪府大阪市、 

東京都江戸川区、大阪府吹田市、福島県郡山市、東京都荒川区、 

東京都福生市、東京都八王子市、東京都中央区、東京都世田谷区、 

東京都品川区、東京都渋谷区、東京都板橋区 

今後は、整備された財務諸表から得られる情報を、活用につなげる取組が求められています。 

そこで、平成 30年５月の連絡会議において、 

○ 新公会計制度のメリットを活かした比較・分析手法を開発し、各団体の活用に資する 

○ 全国自治体に対して情報発信し、制度の一層の活用推進を図る 

ことを決議し、「検討部会」を設けて財務諸表の分析・評価手法等について研究することとしました。 

 

２ 各部会の検討事項 

部会では、自治体間比較、事業別分析の２つの部会を設け検討を行いました。 

自治体間比較部会は、「自分の自治体の位置づけや財政構造の特徴を把握し、自治体の特徴をわか

りやすく住民に説明する」という目標を掲げ、全国自治体間における財務諸表の比較・分析手法の開

発に向けた検討に取り組みました。 

一方、事業別分析部会は、「事業別の財務諸表を作成し、さらに自治体内にとどまらず自治体間比

較をすることで他自治体の良い取組を取り入れる」という目標を掲げ、自治体内や他自治体におけ

る類似事業との比較へ向けた、事業別財務諸表の作成・評価手法の整備に取り組みました。 

８年目となる令和７年度についても、全国自治体への情報発信や、経年比較などを通じた分析を

行い、参加自治体における活用と連携の促進に向け検討を継続しました。 

 

【自治体間比較部会構成団体】 

東京都、大阪府、新潟県、愛知県、町田市、大阪市、江戸川区、吹田市、郡山市、荒川区、福生市、 

八王子市、中央区、世田谷区、品川区（幹事）、渋谷区、板橋区 

【事業別分析部会構成団体】 

 町田市（活動休止） 

 

３ 自治体間比較部会の検討内容 

８年目となる令和７年度は、昨年度に引き続き「財務指標による経年比較」と「複数の指標を組み

合わせた分析」の２つのテーマに取り組みました。 

本報告書は、このうち「複数の指標を組み合わせた分析」についてまとめています。なお、本テー

マは、新公会計制度普及促進連絡会議における自治体間比較部会の取組として始めたものですが、
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有益な比較検討を行うため、他の自治体にも参加を呼びかけ、連絡会議構成団体以外では、昨年度に

引き続き目黒区から賛同を得て、比較・分析を行ったものです。 

このテーマの参加団体は、新公会計制度普及促進連絡会議の 16の構成団体と、構成団体以外の１

つの団体の計 17団体です。 

【「複数の指標を組み合わせた分析」参加団体】 

東京都、大阪府、新潟県、愛知県、町田市、大阪市、江戸川区、吹田市、郡山市、福生市、 

 八王子市、中央区、世田谷区、品川区（幹事）、渋谷区、板橋区、目黒区 

 

「複数の指標を組み合わせた分析」の検討経過 

令和７年７月 自治体間比較部会参加団体決定 

８月～ 第一回部会 

令和６年度に検討した複数指標に対する課題整理 

構成団体以外の自治体への参加の呼びかけ 

９月～ 第二回部会 

令和７年度に算定する指標の決定 

算定式についての意見収集 

11月～ 第三回部会 

指標の算定 

令和８年２月～ 第四回部会 

複数の指標を用いた自治体間比較・分析 

３月～ 第五回部会 

報告書（案）について意見交換 

 

なお、本報告書で用いている決算数値は、統一的な基準令和５年度一般会計等財務書類の範囲の

ものになります。 
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Ⅱ 複数の指標を組み合わせた分析 
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１ はじめに 

平成 27年１月、全ての地方公共団体において統一的な基準による地方公会計を整備するよう、総

務省から各地方公共団体に要請がありました。この要請を受け、平成 29年度末までに、ほぼ全ての

地方公共団体において、統一的な基準による財務書類の作成及び固定資産台帳の整備が完了してい

ます。 

この地方公会計の整備の目的の１つに公共施設マネジメント等への活用があります。個別の自治

体の状況については、すでに各自治体で公共施設等総合管理計画が策定されています。一方で近隣

や同規模の自治体と比較したとき、自団体が相対的にどのような状況にあるのか、公共施設に資す

る支出額の多寡はどうなのかといったことも全国の多くの自治体の関心ごととなっています。 

新公会計制度普及促進連絡会議の自治体間比較部会では、「自治体間の特徴をわかりやすく住民に

説明するための指標の開発」を目標に、平成 30年度に財務諸表の比較・分析手法の検討などを行い

ました。こうした検討を経る中で、複数の指標を組み合わせることでより多角的に比較・分析するこ

とができ、参加する団体の活用に資する取組につながるのではないかと考えるに至りました。そこ

で令和元年度からは、検討部会の参加団体はもちろん、全国の多くの自治体が関心を持つ「公共施設

等の配置や管理」をテーマとして、複式簿記・発生主義会計の特徴を生かした比較・分析として複数

の指標を組み合わせた分析を行いました。さらに、指標で用いる数値や算定式の見直し、経年比較、

及び行政目的別による指標を作成し分析するなど、各自治体の特徴の把握と客観的な現状分析を進

めてきました。 

令和７年度においても、引き続きこれまで検討してきた指標による比較を実施し、それぞれの分

析を通じて、各自治体の特徴の把握と客観的な現状分析を進めました。 

 

２ 分析の指標について 

 公共施設等に関して、地方公会計から算定される代表的な指標としては、有形固定資産減価償却

率があります。償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を示すもので、この指標によ

り施設の形式的な老朽化の度合が容易に把握できるようになりました。行政目的別や施設別に見て

いくことで公共施設のマネジメントに有効な活用ができると考えられています。 

 一方、本検討部会では、こうした指標を単独で比較・分析するよりも、複数の指標を用いて分析す

ることで、より多角的な情報が得られるのではないかと考えました。また、こうした指標は、複式簿

記・発生主義会計で明らかになる数値だけではなく、従来から用いられてきた官庁会計等の数値を

組み合わせることで一層多角的な分析ができると考えています。 

ここからは、本検討部会で比較・分析に用いることとした指標とその役割について見ていきます。 

 

（１）公共施設等の現状を比較するための手法 

経年での比較可能性を考慮し、昨年度に引き続き縦軸に老朽化の度合を測定する指標、横軸に施

設量（サービス量）を測定する指標を設定し、散布図を作成して分析を行いました。 
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「老朽化の度合」と「施設量（サービス量）」を測定するための算定式は、それぞれ次のとおりで

す。 

 

○ 老朽化の度合を測定する指標 

【算定式】 

（原則）減価償却累計額の総額÷償却資産取得価額 

（参考）（減価償却累計額の総額－インフラ資産工作物減価償却累計額） 

÷（償却資産取得価額－インフラ資産工作物取得額） 

老朽化の度合を測る指標としては、有形固定資産減価償却率を用いました。前述のとおり、この指

標は、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を示すもので、形式的な老朽化の度合

を測ることが期待されます。さらに、道路資産に取替法を採用している自治体があり、処理方法の違

いによる影響を除くため、（参考）としてインフラ資産の工作物を除いた指標でも算定することとし

ました。 

なお、取替法を採用している自治体は下記のとおりです。 

東京都、町田市、江戸川区、郡山市、中央区、世田谷区、品川区、渋谷区、板橋区 

 

○ 施設量（サービス量）を測定する指標 

【算定式】 

（原則）有形固定資産取得価額÷標準財政規模 

（参考）（有形固定資産取得価額－インフラ資産工作物取得額）÷標準財政規模 

施設量（サービス量）を測る指標としては、「標準財政規模に対する施設量」とすることとしまし

た。標準財政規模とは、地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるとする経常的一般財源の規

模を示すものです。令和２年度からは（原則）（参考）ともに有形固定資産取得価額に建設仮勘定を

含んでいます。また（参考）では前述の指標と同様にインフラ資産の工作物を除いています。 

作成した散布図について指標の平均値を基準に４つのエリアに分け、それぞれのエリアの特徴づ

けを行うことで分析を行いました。ただし、このエリアの範囲及び特徴は厳密なものではなく、複数

の自治体間で比較した場合の相対的な特徴という位置づけになります。 
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【公共施設等の現状を比較するための散布図】 

 
【４つのエリアの特徴】 

 

（エリアⅠ） 

特徴：施設の量は相対的に少なく老朽化も進んでいない自治体 

課題：サービス量が適切かどうかについて検討が必要なエリア 

 

（エリアⅡ） 

特徴：施設の量は相対的に少ないものの老朽化が進んでいる自治体 

課題：老朽化が進んだ施設の更新について検討が必要なエリア 

 

（エリアⅢ） 

特徴：施設の量は相対的に多いが、老朽化は進んでいない自治体 

課題：将来的な財政負担について検討が必要なエリア 

 

（エリアⅣ） 

特徴：施設の量が相対的に多く、老朽化も進んでいる自治体 

課題：統廃合も視野に入れた検討が必要なエリア 

 

 

（２）多角的に分析するための指標 

前述の散布図により自団体の相対的な位置が把握できます。また、経年比較によりその位置が推

移していきます。 

次に、自治体間の相対的な位置関係や経年での推移がどのような要因に基づいているのかを分析

するための指標を設定しています。 
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<フロー情報から分析する指標> 

公共施設等に対する相対的な支出（フロー）の大小が老朽化や施設量に与える影響について調べ

るため、昨年度に引き続き２つの指標を設定しました。 

従来、官庁会計で用いられる歳出総額に占める経費の割合の分類として、性質別分類に「投資的経

費」があります。この経費は建設的経費とも言われており、資本形成に係る支出を多く含んでいま

す。「投資的経費」には複式簿記・発生主義会計では資産計上されないものも含まれますが、このあ

と説明する２つの指標で算定式に用いている「CF 公共施設等整備費支出」は有形固定資産等形成に

係る支出のみを対象としています。そのため、より正確に全体の支出のうち資産形成に要した支出

の割合を把握できると考えられます。これも資産を認識する複式簿記・発生主義会計の特徴の１つ

です。 

 

○ CF支出総額に対する公共施設等整備費支出の割合 

【算定式】 

CF公共施設等整備費支出÷CF 支出総額 

「CF公共施設等整備費支出」には、「一会計年度間において有形固定資産及び無形固定資産の資産

形成のために支出した金額」が計上されます。したがって、この指標は、「一会計年度間における支

出総額のうち、有形固定資産及び無形固定資産の資産形成のために支出した金額の割合」を示すも

のになります。 

 

○ 減価償却費に対する償却資産の取得に要した支出の割合 

【算定式】 

（原則）（CF公共施設等整備費支出－用地取得費）÷減価償却費総額 

（参考）（CF公共施設等整備費支出－用地取得費） 

÷（減価償却費総額－インフラ資産工作物減価償却費） 

この指標は、減価償却費に対する償却資産の支出割合を示すものです。基本的には、既に存在して

いる施設量が多いと減価償却費が多くなります。例えば、「CF支出総額に対する公共施設等整備費支

出」の割合が高い値になったとしても、既存施設の減価償却費が多ければ、この指標は高い値になる

とは限りません。また、単純化のために減価償却費をその年度に老朽化した金額とみなすと、この指

標が 100％を超えると償却資産に対して老朽化を超える新たな投資が行われたと見ることができま

す（厳密には、資産を取得した年度と今の物価が異なることや、耐用年数を過ぎた資産は減価償却費

が発生しないことなどにより、必ずしもそうとは言えない部分があります）。なお、（参考）としてこ

の指標でも、道路資産における取替法の影響を除くため、インフラ資産工作物減価償却費を除いた

算定も行っています。 
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３ 指標の算定結果と分析 

（１）公共施設等の老朽化や施設量に関する比較結果 

検討した指標をもとに、参加団体の実際の決算値を用いて散布図を作成しました。結果は次の

とおりです。 
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【エリアⅠ】 東京都、大阪府、町田市、中央区、世田谷区、板橋区 

【エリアⅡ】 愛知県、吹田市、福生市、八王子市、目黒区 

【エリアⅢ】 江戸川区、品川区、渋谷区 

【エリアⅣ】 新潟県、大阪市、郡山市 

 

（原則：都府県） 

 
（原則：市区） 

 

（注１）散布図は目安のため、道路等の敷地などに関する評価方法を統一していません。 

（注２）指標は令和５年度統一的な基準一般会計等財務書類決算数値を使用（以下すべての指標で同じ）  
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【エリアⅠ】 大阪府、町田市、中央区 

【エリアⅡ】 新潟県、愛知県、吹田市、郡山市、福生市、八王子市、世田谷区、板橋区、目黒区 

【エリアⅢ】 東京都、江戸川区、品川区、渋谷区 

【エリアⅣ】 大阪市 

 

（参考：都府県） 

 

（参考：市区） 

 

（注１）散布図は目安のため、道路等の敷地などに関する評価方法を統一していません。 
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令和４・５年度経年比較（原則のみ） 

【比較可能団体】 

 東京都、大阪府、新潟県、愛知県、町田市、大阪市、江戸川区、吹田市、郡山市、福生市、 

八王子市、中央区、世田谷区、品川区、渋谷区、板橋区、目黒区 

 

（都府県） 

 

（市区） 

 

（注１）散布図は目安のため、道路等の敷地などに関する評価方法を統一していません。 
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（２）公共施設等の老朽化や施設量に関する各団体の分析 

比較結果をもとに、各団体が現状とその要因などについて分析しました。また、経年比較が可能な

団体については、その分析も行いました。分析結果の一部は以下のとおりです。 

 

エリアⅠ（以下、各団体を「原則」で分類） 

【東京都】 

〇老朽化の度合について 

 原則指標（52.3％）は前年度からやや上昇（＋1.3 ポイント）した。参加都府県の平均（62.3％）

を大きく下回っているものの、道路資産について減価償却累計額が計上されない取替法を採用して

いることから、実体よりも低い数値となっている可能性がある。取替資産の影響を除いた参考指標

（58.1％）も参加都府県の平均（63.1％）を下回ったものの、平均の上昇（+1.3 ポイント）を上回

るペースで上昇（＋1.6ポイント）した。引き続き、老朽施設・設備の更新を着実に進めていく必要

があると考えられる。 

〇財政規模に対する施設量について 

 原則指標（653.2％）が参加都府県の平均（718.4％）を下回る一方、参考指標（572.4％）は平均

（337.6％）を上回ったことから、道路資産の有形固定資産に占める割合が他府県に比べて小さいこ

とがうかがえる。なお、市区の平均と比べた場合、標準財政規模（分母）が大きいため低い水準にあ

ると考えられる。 

〇経年比較について 

 老朽化の度合（52.3％）は、1.3ポイント増加した。資産区分別にみると、インフラ資産の一部で

は指標数値が減少しているものの、ほぼ全ての資産区分で増加した。特に、有形固定資産に占める割

合の多い建物（事業用資産）における増加の度合いが、全体の増加に大きく寄与しているものと考え

られる。平成 29年度の数値（40.1％）から一貫して上昇傾向であり、老朽化の度合いが徐々に高ま

っていることから、引き続き、老朽施設・設備の更新を着実に進めていく必要があると考えられる。 

 財政規模に対する施設量（653.2％）は、25.6ポイント減少した。企業収益の堅調な推移による標

準税収入額等の増等により、標準財政規模（分母）が大きくなったことが影響している。 

 

【大阪府】 

○老朽化の度合について 

 原則指標、参考指標ともに平均値と比べて低い水準となった。 

 また、原則指標に比べて参考指標の平均値からの乖離が大きいことから、事業用資産よりもイン

フラ資産の老朽化が進んでいると考えられる。 

 本府では、平成 27 年 11 月に「大阪府ファシリティマネジメント基本方針」を策定し、公共施設

等の長寿命化や、売却・撤去等による総量の最適化に取り組んでいる。 

○財政規模に対する施設量について 

 原則指標、参考指標ともに平均値と比べて低い水準であった。 
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 他団体と比較して水準が低いのは、本府の面積が比較的狭く、施設が集約されていることが要因

と考えられる。 

○経年比較について 

老朽化の度合は、前年度に比べ 1.3 ポイント増加しており、老朽化は若干進んだということが考

えられる。 

 施設量を測定する指標は、前年度に比べ 9.3 ポイント減少しており、財政規模に対する施設量が

減少しているといえる。これは、有形固定資産取得価額の増加率（1.0％増）より標準財政規模の増

加率（2.7％増）が大きかったためである。 

 引き続き、大阪府ファシリティマネジメント基本方針に基づき、長寿命化や売却・撤去等による総

量の最適化を進めていく。 

 

【町田市】 

○老朽化の度合について 

町田市は 33.5％と、比較自治体内で最も老朽化の度合が低かった。町田市はインフラ資産に係る

取替法の採用によって、原則法採用の他自治体に比べて減価償却累計額が過小となっていることが

挙げられる。インフラ資産工作物を控除した参考指標も、町田市は 48.0％と比較自治体内で比較的

老朽化の度合が低いものの、平均との差はかなり小さくなっていることが確認できるため、老朽化

に伴う施設更新は将来的な課題として捉える必要がある。 

○財政規模に対する施設量について 

町田市は、937.0％と、平均値に比べて低い水準となった。参考指標においても同様の結果であっ

たため、他自治体に比べて施設量そのものが少ない状況にあることがわかる。 

結果として、町田市はエリアⅠに位置している。今後、老朽化に対応した設備投資を行うことで、

老朽化の水準を下げるとともに、施設量の増加が見込まれると考える。 

○経年比較について 

 町田市の老朽化の度合を測定する指標は 33.5％となり、前年より 1.5 ポイント増加した。また、

施設量を測定する指標については、937.0％となり、11.5ポイント減少した。老朽化の度合を測定す

る指標が増加した要因は、減価償却累計額の総額が約 71.２億円増加したことによるものである。ま

た、施設量を測定する指標が減少した要因は、標準財政規模が約 20億円増加したことによるもので

ある。 

 

【中央区】 

○老朽化の度合について 

 老朽化の度合いは、（原則）40.6％、（参考）44.0％と、ともに平均より低い水準で、償却資産全体

の老朽化は進んでいないと言える。近年の人口増加への対応として施設整備が多いことが要因と考

えられる。 

○財政規模に対する施設量について 

 財政規模に対する施設量は、（原則）598.2％、（参考）541.8％であり、ともに平均より低い水準で

あるが、インフラ資産の評価基準の違いによる影響があることに留意が必要である。 
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 なお、昭和 59年度以前に取得した道路敷地の評価方法について、本区独自基準では「原則として

取得価額、不明な場合は取得当時の基準地価に面積を乗じたもの」としており、これを基に本指標を

算定した場合、（原則）・（参考）ともに 6,400％超の異常値となる。そこで、本指標の算定に当たっ

ては、他団体との比較を容易にするため、統一的な基準の原則的な評価方法を採用している。 

○経年比較について 

前年度とほぼ同水準であり、老朽化の度合い及び施設量はともに相対的に低い位置にある。 

老朽化の度合いは、43.3％から 40.6％となり、2.7 ポイント減少した。前年度の施設整備等によ

り減価償却累計額が 6.0％増となった一方で、主に晴海地区の出張所等複合施設や小学校等複合施

設等の取得により償却資産取得価額が大幅に増加（13.3％増）したため、老朽化の度合いは前年度に

比べてやや低い水準となった。 

財政規模に対する施設量は、664.3％から 598.2％となり、66.1ポイント減少した。これは、有形

固定資産取得価額の増加率（5.1％増）より標準財政規模の増加率（16.7％増）が大きかったためで

ある。 

 

【世田谷区】 

〇老朽化の度合について 

 原則指標は平均値を下回り、また中央値と同水準となったが、これはインフラ資産の工作物のう

ち道路舗装等について取替法を採用していることが影響している。その影響を除いたより実態に近

い参考指標においては平均値、中央値をいずれも上回り、参加市区の中で２番目に高い値となった。

公共施設等の更新需要が高まっているため、引き続き必要かつ合理的な更新を着実に進める必要が

あると考えられる。 

〇財政規模に対する施設量について 

 原則指標が平均値や中央値を下回り、また参考指標は中央値を上回っているが平均値より下回っ

た。標準財政規模（分母）が大きいことに留意が必要であるが、参加市区と比べて施設量が少ないこ

とを表しており、当区の公共施設等総合管理計画などに基づき施設の長寿命化や複合施設化などで、

より少ない投資で必要な機能を提供する「省インフラ」を実現しつつ、計画的な公共施設等の整備を

実施していく必要がある。 

〇経年比較について 

 老朽化の度合は前年度より 0.9 ポイント増加した。年々緩やかに上昇している要因として、公共

施設等整備費支出が前年度より増加したものの、公共施設等への投資のペースが減価償却のペース

に追いついていないことが挙げられる。 

 財政規模に対する施設量は、前年度より 29.5ポイント減少している。これは標準財政規模の増加

率（4.36％）が有形固定資産取得価額の増加率（1.16％）を上回ったことが主な要因と考えられる。 

 

【板橋区】 

○老朽化の度合について 

老朽化の度合は、「原則」の場合、平均よりも低くなっている。インフラ資産に係る取替法の採用

をしていることが影響している。そのため、インフラ資産工作物を除外した「参考」では、他自治体
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と同程度の老朽化度合となっている。 

○財政規模に対する施設量について 

財政規模に対する施設量は、「原則」「参考」ともに市区で最も少ないため、他自治体と比べて施設

量が少ない状況にあるといえる。ただし、財政規模に対する施設量については自治体によってイン

フラ資産の評価方法に違いがあるため、この指標では判断できない面もある。 

○経年比較について 

 老朽化の度合は 46.4％から 47.2％となり、0.8pt 増加している。令和４年度と比較すると建物・

工作物等の完成した資産が少なく、償却資産取得額の増加率よりも、減価償却累計額の増加率が大

きかったため、老朽化の度合いが増加した。 

 財政規模に対する施設量は 545.3％から 519.2％となり、26.1pt減少している。財政規模に対する

施設量の減少の要因としては、建物・工作物が完成し、有形固定資産取得価額が増加した額より、標

準財政規模の増加額が大きかったためである。 

 

エリアⅡ 

【愛知県】 

○老朽化の度合について 

 老朽化の度合は、（原則）73.2％であり、平均値 62.3％より高い水準となった。これは、償却資産

取得価額に対する減価償却累計額の度合が平均より高いことを表している。本県では、県有資産の

半数近くが築 30年を経過している現状を踏まえ、老朽化対策等に取り組んでおり、行政需要の変化

に対応しながら、県民の安全・安心を第一としつつ、予防保全型の維持管理の導入による県有施設の

長寿命化を計画的に推進している。県有資産の使用可能年数を延長するこの取組は、老朽化の度合

を測定する指標に表れにくいことに留意する必要がある。 

○財政規模に対する施設量について 

 財政規模に対する施設量は、（原則）600.1％であり、平均値 718.4％より低い水準となった。これ

は、標準財政規模に対する有形固定資産取得価額の割合が平均より低いことを表している。 

○経年比較について 

 老朽化の度合を測定する指標では、0.7 ポイント増加しており、他都府県と同様の傾向であった。 

 財政規模に対する施設量を測定する指標では、12.1 ポイント減少しており、有形固定資産取得価

額の増加が標準財政規模の増加を下回ったことによるものである。 

 

【吹田市】 

○老朽化の度合について 

本市の指標は（原則）、（参考）ともに区市の平均値を上回る高い数値となっている。令和５年度は

吹田市北部消防庁舎等複合施設の整備により新規建物の取得が増加したことから老朽化比率の上昇

は抑制されたが、平均値を上回る水準にあることから、今後も計画的な更新・改修を進める必要があ

る。 

○財政規模に対する施設量について 
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本市の指標は（原則）、（参考）ともに平均値を下回っているものの、中央値と同水準となってお

り、他市区と比較して特段少ない状況にはなく、概ね標準的な水準にあると考えられる。 

○経年比較について 

本市の老朽化の度合を測定する指標は、ほぼ横ばいである。 

施設量を測定する指標は、有形固定資産取得価額の増加率が標準財政規模の増加率をわずかに下

回ったことにより 0.5ポイントの微減となった。 

 

【福生市】 

○老朽化の度合について 

老朽化の度合を測定する指標では、（原則）及び（参考）いずれも平均値及び中央値より高い水準

となっている。学校をはじめとした各公共施設の老朽化が進んでいることから、計画的に予防保全

工事や老朽化対策を実施していく必要がある。 

○財政規模に対する施設量について 

 施設量を測定する指標では、（原則）及び（参考）いずれも平均値及び中央値より低い水準となっ

ているが、いずれも中央値付近に位置しているため、標準財政規模は他自治体と比較して小さい自

治体ではあるが、その規模に対して施設量が多い傾向であることが伺える。 

○経年比較について 

 老朽化の度合を測定する指標は、前年比 0.3 ポイントの増加となった。令和 5 年度は中央図書館

改良事業やリサイクルセンター基幹的設備改良工事等により資産が増加した一方で、それ以上に減

価償却額が増加したこともあり老朽化の度合いが高まった。 

施設量を測定する指標は、前年比 11.7ポイントの減少となった。分子となる有形固定資産取得価

額は前年比 1.7 ポイントの増加となったが、分母となる標準財政規模が前年比 2.9 ポイントの増加

となったため、指標としては減少した。 

 

【八王子市】 

二つの指標をクロス集計した散布図において本市は左上の領域に属していることから、施設量は

比較的少なく、老朽化はやや進行気味であることが見て取れる。 

○老朽化の度合について 

施設老朽化の進行は６割弱で、他市の平均値と比べてやや高い数値となった。 

 参考指標においては、原則指標と比べて本市の数値に大きな変化は見られなかった。しかし、他市

では数値が増大する傾向にあり、平均値も引き上がっていることから、本市は他市と比べてインフ

ラ工作物の老朽化が進行していることが伺える。 

○財政規模に対する施設量について 

施設量を測定する指標について、本市の有形固定資産取得価額は標準財政規模の約 10倍で、団体

間比較において平均よりやや低い結果になった。 

 なお、償却資産取得価額ベースで標準財政規模に対する施設量を算出すると、本市は 557.5％とな

る。他市平均値が 446.5％、中央値が 364.8％のため、本市の償却資産の維持管理・更新に係る負担

は相対的に大きいと言える。 
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 今後は将来的な人口の減少を踏まえ、公共施設総合管理計画や中長期保全計画などに基づき、施

設の複合化も含めた計画的な維持・更新を進めていく必要がある。 

○経年比較について 

老朽化の度合を測定する指標については、前年度から 1.3ポイント増加した。 

 大規模投資事業を実施したことで老朽化度合を示すポイントが減少した前年度を除いて、概ね例

年と同様の進捗である。 

 また施設量を測定する度合については、前年度から 15.2ポイント減少した。 

 税収等の増加により標準財政規模が増加したことが要因と考えられる。 

 

【目黒区】 

〇老朽化の度合について 

 （原則）では 69.7％と比較自治体内（市区）で最も高く、（参考）でも平均値及び中央値を上回る

結果となっている。施設の老朽化が大きな課題となっているため、施設の計画的な更新を進めてい

く必要があると考えられる。 

〇財政規模に対する施設量について 

 （原則）・（参考）ともに平均を下回る結果となったが、これは古い施設が多いことが要因と考えら

れる。特に昭和 59年度以前に取得した資産は取得価額を再調達原価（面積×単価）で計算しなおし

ているため、著しく低い金額となっている。今後の施設更新にあたっては、複合化集約化などにより

財政規模に対する施設量を過度に増加させない取組が重要と考える。 

○経年比較について 

老朽化の度合を測定する指標では、前年度比 0.8 ポイントの増加となった。小学校仮設校舎の建

設などによる資産の増加以上に減価償却が進んだことにより、減価償却額が新規取得額を上回った

ことによるものである。 

 一方で施設量を測定する指標では、有形固定資産取得価額の増加率を標準財政規模の増加率が上

回ったことにより、前年度比 52.2ポイントの減少となっている。 

エリアⅢ 

【江戸川区】 

○老朽化の度合について 

 老朽化の度合は、（原則）では 37.4％と平均値を下回り、（参考）では 48.8％と平均に近い数値と

なった。これは江戸川区が道路資産については減価償却累計額が計上されない取替法を採用してい

るため、（原則）と（参考）で 11.4ポイントの差が生じている。 

また、（原則）では老朽化の度合は他の自治体と比べ低い値となっているが、（参考）では平均的な

水準に位置しているため、公有財産等の老朽化は他自治体と同程度であり、継続的な施設の更新が

必要であることが分かる。 

○財政規模に対する施設量について 

 財政規模に対する施設量は、平均値よりもかなり大きいが、これはインフラ資産の土地の取得額

が大きいことが影響していると思われる。資産規模が大きいことから、特に老朽化した施設につい
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ては統廃合を含めた計画的な施設のあり方を検討していく必要があると考える。 

○経年比較について 

老朽化の度合については、前年度と比較し 0.3 ポイントの微減であった。財政規模に対する施設

量については、昨年度と比較して有形固定資産の取得価額の増加比が標準財政規模の増加費より小

さかったため、90.3ポイント減少している。 

 

【品川区】 

○老朽化の度合について 

老朽化の度合いについては、原則的な指標及び参考の指標のいずれも平均値より低い水準であっ

た。継続的に小中学校や幼稚園などの老朽化した施設の大規模改修・改築を進めていることが要因

として考えられる。 

○財政規模に対する施設量について 

施設量については、原則的な指標及び参考の指標のいずれも平均値よりかなり高い水準であった。

有形固定資産取得価格の８割を占める土地の取得価格が大きく影響していると考えられ、23 区の中

でも地価が高いことや児童・公園・道路事業の用地などが要因となっている。 

○経年比較について 

老朽化の度合いについては微増となっており、大きな変化は見当たらない。また、財政規模に対す

る施設量については、 2084.0％となり、 49.9ポイント減少した。 

 

【渋谷区】 

○老朽化の度合・財政規模に対する施設量について 

渋谷区では、1990 年代後半から人口が増加に転じ、大規模な文化施設や福祉施設の新築が続いて

施設量が増えた一方、これに比例して償却資産取得価額の規模も大きくなったため、相対的に老朽

化の度合が低い値になっていると思われる。 

ただし、一部では老朽化が進んでいる施設も散見されるため、公共施設等総合管理計画に基づく

大規模改修や建て替え等の整備を適切に進める必要がある。 

○経年比較について 

 引き続き大規模な施設の建て替え等が無かったため、老朽化度合いは経年により増加した。 

一方、施設量については標準財政規模の増加に比して各資産の取得価額の増加が少ないため減少し

ている。 

エリアⅣ 

【新潟県】 

○老朽化の度合について 

 老朽化の度合については、本県が保有する公共施設等が高度経済成長期を中心に多数整備された

ことなどから老朽化が進んでおり、平均値よりも高い水準にある。本県では、平成 26 年 10 月に公

共施設等総合管理計画を策定し、施設の状況を的確に把握しながら、適切な維持管理、補修及び更新

を計画的に実施することにより、施設の長寿命化を進めていくこととしている。 
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○財政規模に対する施設量について 

財政規模に対する施設量については、他県と比べ広い県土を有している地理的な特徴などから高

い水準となっていると考えられる。 

○経年比較について 

 前年度と比較して、施設量を測定する指標、老朽化の度合を測定する指標のいずれも上昇してい

る。引き続き、公共施設等総合管理計画に基づき、適切な維持管理、補修及び更新を計画的に実施

し、施設の長寿命化を進めていく必要がある。 

 

【大阪市】 

○老朽化の度合について 

（原則）及び（参考）のいずれも平均値より高い水準にある。なお、（参考）に比べて（原則）の

平均値との乖離が大きいことから、事業用資産に比べインフラ資産の減価償却が進んでいることが

分かる。大阪市は、事業用資産、インフラ資産を多く保有しており、整備から時間が経過している公

共施設なども多くあり、今後の資産の更新計画などのアセットマネジメント（資産管理）が重要であ

ると考えられる。 

○財政規模に対する施設量について 

（原則）及び（参考）のいずれも平均値より高い水準にあるが、これは、有形固定資産取得価額の

約７割を占める土地が大きく影響していると考えられる。 

 なお、大阪市では取得時期などに関わらず全ての土地について、原則として取得価格や時価等を

基準として適切に評価した金額により計上することとしているが、団体によって有形固定資産の計

上基準が異なることに注意が必要である。 

○経年比較について 

 「老朽化の度合を測定する指標」について、昨年度に比べ 1.1 ポイント増加しており、減価償却

が進んでいる。 

 「施設量を測定する指標」については、昨年度に比べ 24.7ポイント減少している。これは、有形

固定資産取得価額の増加を標準財政規模の増加が上回ったことによるものである。 

 

【郡山市】 

〇老朽化の度合について 

 59.3％であり、中央値の 49.6％を 9.7 ポイント上回っている。インフラ資産工作物を除いた参考

値においても、中央値を 8.3 ポイント上回っており、老朽化度合いの進行が顕著である。公共施設

等総合管理計画に基づき、軽微な劣化段階で修繕を行う予防保全に取り組むとともに、残すべき施

設やインフラを選択し、地域の核となる施設への集約・複合化により維持管理コストの縮減を図り、

適切なマネジメントに取り組んでいく必要がある。 

〇財政規模に対する施設量について 

 1348.0％と中央値である 995.0％を大きく上回っているが、インフラ資産工作物を除いた参考指標

は 630.0％で、中央値の 824.9％を下回っている。これは、郡山市の面積が 757.20 平方キロメート

ルと広域であり、農道・林道を含む道路、水路、公園等のインフラ資産を多く保有していることが要
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因と考えられる。 

○経年比較について 

老朽化の度合いを測定する指標については、平均値よりも高い水準にあり、前年度から 1.4 ポイ

ント増加している。資産の取得や投資は前年度よりも増となっているものの、減価償却が上回って

いる状況にあるため、老朽化率の改善には至っていない。 

施設量を測定する指標については、標準財政規模が増加した影響もあり、11.2 ポイント減少して

いる。 

 

 

（３）各指標の比較結果と各団体の分析 

続いて、各指標の算定結果をもとに、各団体が現状とその要因などについて分析しました。分析結

果の一部は以下のとおりです。 

 

○ CF支出総額に対する公共施設等整備費支出の割合 

【算定式】 

CF公共施設等整備費支出÷CF 支出総額 

 

 

 

エリアⅠ 

【東京都】 

 令和５年度の支出総額に対する公共施設等整備費支出の割合は、CF公共施設等整備費支出（分子）

がほぼ横ばいであった一方、新型コロナウイルス感染症対策に伴う経費の減少等により CF支出総額

（分母）が大きく減少したことから、当該指標は前年度比 0.5 ポイントの増となった。これまでの

分析を参照すると、平成 29年度以降、概ね３～４％の範囲で推移しており、全体平均は下回るもの

の、参加都府県の中では平均的な水準と考えられる。 

 

東京都 大阪府 新潟県 愛知県

3.1% 1.9% 2.5% 2.9%

町田市 大阪市 江戸川区 吹田市 郡山市 福生市 八王子市

5.0% 4.8% 8.0% 10.3% 8.3% 7.4% 6.4%

中央区 世田谷区 品川区 渋谷区 板橋区 目黒区

13.1% 7.7% 9.2% 7.5% 2.2% 4.0%

全体 都府県 区市

6.1% 2.6% 7.2%
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【大阪府】 

 平均値が 6.1％であるのに対して大阪府は 1.9％であり、最も低い水準となっている。前年度（1.8％）

と比べると、安威川ダム建設事業費の減などにより公共施設等整備費支出は減少（4.6％減）したが、

新型コロナウイルス感染症対策関連経費の減などにより支出総額の減少（10.9％減）がより大きか

ったため、0.1ポイント増加している。 

 

【町田市】 

町田市は 5.0％と、区市の比較自治体 13 市区町村内で 4 番目に支出総額に対する公共施設等整備

費支出の割合が低かった。 

町田市では、学校施設整備に係る投資は継続的に行っているものの、一般会計等の単位からみた

CF 公共施設等整備費支出額においては年度ごとの増減幅が大きいため、３～５ヵ年平均値を用いる

ことで中期的な投資状況をみることや、経年比較分析によって指標値の増減率を確認することも必

要だと考える。 

 

【中央区】 

 本区は、13.1％と市区平均値を大きく上回った。財政規模に対する施設量が平均より低い水準に

あることを踏まえると、本区は公共施設整備費支出の割合が大きいことが分かる。 

 前年度（7.8％）と比べて 5.3ポイントの増加となったが、これは主に晴海地区の出張所等複合施

設や小学校等複合施設等の施設整備により、分母の支出総額が 19.9％増加する一方で、分子の公共

施設等整備費支出は 101.8％と大幅に増加したためである。 

 令和 6 年度以降も新たな施設整備や既存施設の老朽化に伴う大規模改修が続くことに加え、工事

費の高騰が見込まれることから、公共施設整備費支出は高い傾向で推移すると思われる。 

 

【世田谷区】 

 令和３年度からの３カ年の推移は、3.5％→3.8％→7.7％となり大きく支出割合が増加し区市平均

値を上回った。これは当区が本庁舎等整備工事を令和 11年度まで計画しており、令和５年度に１期

工事が完了したことにより一時的に上昇したためである。本庁舎等整備工事費が CF公共施設等整備

費支出額の約５割を占めるため、その影響を除くと約４％になり実質的には緩やかな増加傾向にと

どまる。年度ごとの増減幅が大きくなることが予想されるため、経年比較分析の際は中長期的な投

資状況や、本庁舎等整備工事費の影響を確認することが必要である。 

 

【板橋区】 

 区市平均と比較すると低い割合である。財政規模に対する施設量も低い水準であるため、相対的

に公共施設等整備費支出が低く抑えられているものと思われる。また、昨年度の板橋区の数値と比

較すると、支出総額の増加率が 2.5％であるのに対して、公共施設等整備費支出の増加率は 3.0％と

なっている。そのため、昨年よりも支出総額に対する公共施設等整備費支出の割合は、0.1％増加し

ている。 

エリアⅡ 
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【愛知県】 

 支出総額に対する公共施設等整備費支出の割合は 2.9％であり、都府県の平均値 2.6％より高い水

準となった。本県が取り組んでいる長寿命化計画は、支出の多くが業務支出に計上され、本指標には

その取組状況が表れにくいことに留意する必要がある。 

 

【吹田市】 

 本市の支出総額に対する公共施設等整備費支出の割合は、前年度の 7.3％から大きく増加し、

10.3％となり平均を上回ってる。大規模な施設整備により公共施設等整備費支出が前年度から

46.3％増加したことが要因である。 

 

【福生市】 

 全体及び区市の平均値よりも高い水準となった。令和５年度は令和４年度よりも支出総額及び公

共施設等整備支出が増加したが、支出総額よりも公共施設等整備支出の伸びが大きかったため、指

標としては前年度と比較して高くなり、他自治体との比較では平均値を上回る数値となった。公共

施設等整備費支出は毎年増減するものであり、今後も経年で指標を確認していく必要があると思わ

れる。 

 

【八王子市】 

 支出総額に対する公共施設等整備費支出の割合は、前年度 6.5％から横ばいの 6.4％だった。 

 CF の支出総額、公共施設等整備費支出はともに前年度と同程度の額となっており、割合も全体平

均と近しい値であることから、安定した支出になっていると評価できる。 

  

【目黒区】 

 前年度から数値に変更はなく、区市の平均値を下回っている。ここ数年は今年度と比較して 1.5ポ

イント程度の増減で推移していることから決して高い水準とは言えず、比較自治体内（市区）では２

番目に低い数値であり、公共施設等整備に投資できていない状況が続いていると考えられる。今後

は老朽化が進んでいる施設の更新時期を迎えることから、限りある経営資源をどのように公共施設

等整備に振り向けていくかが課題である。 

エリアⅢ 

【江戸川区】 

江戸川区は 8.0％で、全体平均 6.1％、区市平均 7.2％と比較し、ともに高い数値となった。 

また、分母となる支出総額は前年度より約 66億円増加しているが、指標についても前年度の 7.8％

より 0.2ポイント増加しているため、公共施設への投資活動が計画的に行えていたことが分かる。 

 

【品川区】 

品川区は全体平均より支出総額に対する公共施設等整備費支出の割合が 3.1％高くなっており、 

品川区が公共施設等整備に力を入れていることが分かる。 
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小中学校や幼稚園などの老朽化した施設の改修などが要因として考えられる。 

今後も継続して公共施設等整備費支出が増加することが見込まれており、経年で指標推移を分析

していく必要がある。 

 

【渋谷区】 

 主に「渋谷区未来の学校プロジェクト」の学校の建替等による大きな資本的支出があったことに

より、支出総額に対する公共施設等整備費支出の割合は昨年度の倍以上の増となり、区市平均を上

回る結果となった。 

今後も引き続き学校の建替が続くと共に、高齢者福祉施設や障害者福祉複合施設整備等も予定さ

れているため、更に公共施設等整備費支出の割合は増えていくものと考えられる。 

エリアⅣ 

【新潟県】 

 都府県の平均値と同程度となった。一方で、標準財政規模に対する施設量は都府県の平均値を上

回っていることから、施設量が多い割には公共施設等の新規取得や更新等に充てられる金額が低い

ということが分かる。 

 

【大阪市】 

 全体及び区市の平均値より低い水準にある。 

 なお、大阪市は標準財政規模に対する施設量が多いため、今後、減価償却が更に進めば、指標の数

値が上昇すると予想される。 

 

【郡山市】 

 財政規模に対する施設量が多い水準にあるため、区市平均よりも 1.1ポイント上回っている。 

 公共施設の約 75％が築 30 年以上と老朽化が進んでおり、今後の長寿命化や大規模改修を要する。

公共施設等整備費の支出は増加していくことが見込まれるため、公共施設等整備を計画的に進める

必要がある、また、すべての公共施設を維持していくことは困難であるため、将来を見据えた人口・

財政規模に合わせた公共施設等の適正化を図っていく必要がある。 
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○ 減価償却費に対する償却資産の取得に要した支出の割合 

【算定式】 

（原則） 

（CF公共施設等整備費支出－用地取得費）÷減価償却費総額 

（参考） 

（CF公共施設等整備費支出－用地取得費）÷（減価償却費総額－ｲﾝﾌﾗ資産工作物減価償却費） 

 

 

 

 

※本指標の分析に当たっては、自治体間で減価償却の処理方法が異なる点に留意が必要です。 

なお、取替法を採用している自治体は下記のとおりです。 

 東京都、町田市、江戸川区、郡山市、中央区、世田谷区、品川区、渋谷区、板橋区  

（原則）インフラ資産工作物減価償却費を含む

東京都 大阪府 新潟県 愛知県

125.7% 64.4% 30.7% 86.3%

町田市 江戸川区 吹田市 郡山市 福生市 八王子市

79.1% 295.9% 159.1% 68.0% 155.4% 91.1%

中央区 世田谷区 品川区 渋谷区 板橋区 目黒区

325.6% 294.9% 316.1% 164.7% 116.1% 96.5%

全体 都府県 区市

154.4% 76.8% 180.2%

（参考）インフラ資産工作物減価償却費を除く

東京都 大阪府 新潟県 愛知県

162.2% 144.7% 369.3% 230.1%

町田市 江戸川区 吹田市 郡山市 福生市 八王子市

82.2% 369.6% 219.3% 152.5% 234.3% 146.4%

中央区 世田谷区 品川区 渋谷区 板橋区 目黒区

363.7% 296.9% 331.5% 174.4% 129.9% 125.2%

全体 都府県 区市

220.7% 226.5% 218.8%
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エリアⅠ 

【東京都】 

 令和５年度の減価償却費総額（分母）はほぼ横ばいであった一方、償却資産の取得に要した支出

（分子）が増加したことにより、原則指標（125.7％）は前年度より 12.5ポイント増加した。参加都

府県の平均（76.8％）を上回る 100%超の数値となったが、取替法を採用しており取替資産に係る支

出が分子に含まれると考えられるため、実体としては、施設・設備の老朽化が進行している可能性が

ある。一方、参考指標（162.2％）では参加都府県の平均（226.5％）を下回ったが、取替法を採用し

ているため、インフラ資産工作物減価償却費の減価償却費総額に占める割合が他府県に比べて小さ

いことがうかがえる。 

 

【大阪府】 

 原則指標、参考指標ともに平均値を下回っており、老朽化に対する投資の割合が比較的低いとい

える。 

 原則指標は安威川ダム建設事業費の減などにより公共施設等整備費支出が減少（4.6％減）したた

め、前年度（66.3％）より 1.9ポイント減少している。 

 参考指標はインフラ資産工作物減価償却費が増加（0.6％増）したため、前年度（144.2％）より

0.5ポイント増加している。 

 

【町田市】 

町田市は 79.1％と、区市の平均値 180.2％に比べてかなり低い水準となった。主な要因としては、

公共施設等整備費の大部分を占めていた町田市バイオエネルギーセンターが 2021年度に完成し、設

備投資の規模が減少したことが挙げられる。 

なお、参考の指標でも町田市は 82.2％と平均値 218.8％に比べて低く、平均値との差は原則と較

べてより大きい。町田市ではインフラ資産の取替法を採用しているため、原則法採用団体に比べて

減価償却対象資産が少ないことに伴って原則の指標値が参考の指標値に比べて高くなった可能性も

あることから、事前に比較する自治体間での会計処理の違いを把握しておく必要があると思われる。 

 

【中央区】 

 中央区では（原則）325.6％、（参考）363.7％と、ともに市区平均値を上回った。 

 前年度（176.0％）と比べて 149.6ポイントの大幅な増加となったが、これは主に晴海地区の出張

所等複合施設や小学校等複合施設等の施設整備により、公共施設等整備費支出が大幅に増加したた

めである。 

 本区の人口増は今後も続く見通しであり、新たな施設整備や既存施設の老朽化に伴う大規模改修

を行っていることから、本指標は高い水準となることが見込まれる。 

 引き続き、適切な施設整備や施設管理計画に基づく維持管理により、工事費や将来負担の低減を

図るとともに、財源となる地方債や基金残高の推移を注視していく必要がある。 
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【世田谷区】 

 令和３年度からの３カ年の推移は、（原則）99.7％→74.7％→294.9％、（参考）100.3％→75.2％

→296.9％と大きく変動している。これは用地取得費の減少並びに前述の指標１の通り、本庁舎等整

備工事費の支出による影響が大きい。本庁舎等整備工事費の影響を除くと（原則）91.7％、（参考）

92.3％であり、いずれも 100％を下回るものの、前年度より水準は上昇している。引き続き一時的な

要因に注視しつつ、経年比較分析をしていく必要がある。 

 

【板橋区】 

 「原則」「参考」ともに、市区平均を下回っているが、どちらも 100％を上回っており、公共施設

等整備費の支出が減価償却費を上回っている状況にある。また、昨年度の板橋区の数値と比較する

と、「原則」「参考」ともに、7.0pt前後増加している。 

エリアⅡ 

【愛知県】 

 減価償却費に対する償却資産の取得に要した支出の割合は、（原則）86.3％であり、都府県の平均

値 76.8％より高い水準となった。また、令和 4年度の（原則）96.3％に比べ、10.0ポイント減少し

ていた。 

 

【吹田市】 

 本市の減価償却費に対する償却資産の取得に要した支出の割合は区市平均を下回っているが、

100％を上回っており、公共施設等整備費支出が減価償却費を上回っている状況にある。前年度と比

較して 54.3ポイント増加しており、公共施設等整備費支出が大幅に増加したことが要因である。 

 

【福生市】 

 （原則）について全体では高く区市では低い水準に、（参考）では全体及び区市ともに高い水準と

なった。いずれも 100％を上回っていることから、公共施設等整備費の支出が減価償却費を上回って

いる状況にあるといえる。今後については施設の老朽化が進むなか、長期的な視点を持って、施設の

複合化・集約化・長寿命化などを計画的に行っていくことが必要になると考えられる。 

 

【八王子市】 

 本市の割合は 91.1％で、用地取得費を除いた CF 公共施設等整備費と PL 減価償却費総額はほぼ同

程度であり、施設の老朽化に応じた整備が実施できているといえる。 

 今後も市民ニーズを注視し、施設の改修等によるサービスの充実と施設量の縮小とのバランスを

検討する必要がある。 

 

【目黒区】 

 目黒区では、前年度比で（原則）が 15.2ポイント減少、（参考）が 20.9ポイント減少し、（原則）・

（参考）ともに区市平均を下回る数値となった。（参考）は 100％を上回ったが、（原則）は 100％を
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下回り、施設の老朽化に応じた十分な投資ができているとは言い難い。一方で今後は、多くの施設が

一斉に更新時期を迎えることから、年度ごとの推移を注視していく必要がある。 

 

エリアⅢ 

【江戸川区】 

昨年度と比較し、公共施設等整備費支出・減価償却費総額ともに増加しているが、公共施設等整備

支出の増加割合が大きいため、昨年と比較し（原則）の値は 17.3ポイント増加し、全体平均 154.4％、

区市平均 180.2％を大きく上回っている。 

しかし、この指標は耐用年数が経過した施設が多いと数値が高くなってしまうため、必ずしも過

大な資本的支出が発生しているとは言えないことに注意が必要である。 

今後、老朽化した施設について計画的な改築等が行われることで指標数値に対する影響を経年で

確認することが必要と考える。 

 

【品川区】 

原則的な指標及び参考の指標のいずれも平均よりも非常に高い水準であった。 

小中学校や幼稚園などの老朽化した施設の改修などが要因として考えられる。 

 

【渋谷区】 

 渋谷区では減価償却費総額、インフラ資産工作物減価償却費に大きな増減は無かった一方で、公

共施設等整備費支出が昨年度の２倍以上増額した事に伴い、（原則）・（参考）とも昨年度比で約２倍

程数値があがった。 

エリアⅣ 

【新潟県】 

 償却資産の取得・更新等に要した支出が減価償却費を大きく下回る結果となった。ただし、参考値

である減価償却費総額からインフラ資産分を除いた割合で見ると平均値を大幅に上回る結果となっ

ており、やはり他県に比べ広い県土を有することによるインフラ資産の割合の高さが、今回の結果

に影響しているものと考えられる。 

 

【郡山市】 

 減価償却費に対する償却資産の取得に要した支出の割合が、前年度の 82.1％から 68.0％へ 14.1

ポイントの減少となり、区市平均の 180.2％を大きく下回っている。 

 公共施設等総合管理計画に基づき施設の長寿命化や改修、総量縮減等を進めているところである

が、施設方針の遅れなどによる計画の変動もあるため、投資額よりも減価償却の進展が上回ってい

る状況にある。 

 引き続き、市民サービスの需要と供給のバランスを考慮しながら、投資の必要性を見極めていく

必要がある。 
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４ 行政目的別の分析 

（１）公共施設等の現状を比較するための手法（行政目的別） 

 令和２年度から行政目的別での指標の作成を行っています。今年度も、他団体との比較により、行

政分野ごとの資産形成の特徴や施設整備の傾向を分析しました。 

作成する行政分野は附属明細書の有形固定資産行政目的別明細を参考に、どの自治体にとっても

重要性が高い分野として「生活インフラ・国土保全」「教育」「福祉」の３分野を選択しています。分

析は２（１）同様、縦軸に老朽化度合を測定する指標、横軸に施設量（サービス量）を測定する指標

を設定し、散布図を作成する方法で行いました。施設量を測定する指標については、「教育」「福祉」

分野の分母は「人口」としています。「教育」「福祉」はより直接的に住民がサービスを受ける分野で

あるため、サービス量を測る指標として、分母は「人口」が適切であると考えたためです。それぞれ

の指標は以下のとおりです。 

※人口は、令和５年度財政状況資料集に記載の令和６年１月１日時点の数値 

 

○ 老朽化の度合を測定する指標（目的別） 

【算定式】 

(共通)減価償却累計額の総額÷償却資産取得価額 

 

○ 施設量（サービス量）を測定する指標（目的別） 

【算定式】 

（生活インフラ・国土保全）有形固定資産取得価額÷標準財政規模 

（教育）（福祉）      有形固定資産取得価額÷人口 

 

（２）行政目的別による比較結果 

 検討した指標をもとに、参加団体の実際の決算値を用いて行政目的別に散布図を作成しました。

結果は次のとおりです。 

 

【目的別参加団体】 

 東京都、大阪府、新潟県、愛知県、町田市、大阪市、江戸川区、吹田市、郡山市、福生市、 

八王子市、中央区、世田谷区、渋谷区、板橋区、目黒区 
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○生活インフラ・国土保全 

（都府県） 

 

（市区） 

 
（注１）散布図は目安のため、道路等の敷地などに関する評価方法を統一していません。 

（注２）システム上の制約等で数値の算定が困難なため不参加の団体があります。（以下同じ） 
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○教育 

（都府県） 

 

 

 

（市区） 
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○福祉 

（都府県） 

 
（市区） 
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（３）行政目的別による比較結果の各団体の分析 

 比較結果をもとに、各団体が現状とその要因などについて分析しました。分析結果の一部は以下

のとおりです。 

 

【東京都】 

 老朽化の度合は、分析した３分野全てで指標数値が 1～2ポイント程度増加したものの、いずれの

分野においても参加都府県の平均・中央値をともに下回った。ただし、生活インフラ・国土保全分野

（50.2％）については、道路資産について減価償却累計額が計上されない取替法を採用しているこ

とから、実体よりも低い数値となっている可能性があることに留意が必要である。教育分野（55.6％）

については、都全体の数値（52.3％）を上回っており、他分野と比べ相対的に施設・設備の老朽化が

進行している状況がうかがえる。 

 また、施設量を測定する指標のうち、生活インフラ・国土保全分野（507.3％）については、標準

財政規模（分母）の増加の影響を受け、20.0ポイント減少したものの、参加都府県の中央値（481.8％）

を上回った。教育分野（88,703円/人）については、663ポイント増加したものの、参加都府県の平

均・中央値をともに大きく下回っている。要因としては、人口の割に面積が小さいこと等が影響して

いる可能性が考えられる。福祉分野（32,333円/人）については、113ポイント減少したものの、参

加都府県の平均・中央値をともに大きく上回っている。有形固定資産取得価額（分子）には、切り分

けが困難な環境衛生分野の施設・設備の金額を一部含んでいることに留意が必要である。 

 

【大阪府】 

 老朽化の度合は、生活インフラ・国土保全、教育の分野では平均値より若干低い水準であり、福祉

の分野では平均値とほぼ同水準である。 

 他の分野に比べて教育の分野の水準が高いことから、府有施設の中では、教育関連施設の老朽化

が進んでいると考えられる。 

 施設量を測定する指標は、全ての分野で平均値よりも低い水準となっている。 

 

【新潟県】 

 老朽化の度合を測定する指標については、福祉については平均値を下回っているものの、生活イ

ンフラ・国土保全及び教育では中央値を上回っており、本県が保有する公共施設等が高度経済成長

期を中心に多数整備されたことなどから老朽化が進んでいることがうかがえる。引き続き、公共施

設等総合管理計画に基づき、適切な維持管理、補修及び更新を計画的に実施し、施設の長寿命化を進

めていく必要がある。 

 施設量を測定する指標については、生活インフラ・国土保全で平均値よりも高くなっており、他県

と比べ広い県土を有している地理的な特徴などから高い水準となっていると考えられる。 

 

【愛知県】 

○老朽化の度合を測定する指標について 
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 老朽化の度合を測定する指標については、「生活インフラ・国土保全」、「教育」、「福祉」の各分野

において、都府県の平均値より高い水準となった。これは、償却資産取得価額に対する減価償却累計

額の度合が平均より高いことを表している。 

○施設量を測定する指標について 

 施設量を測定する指標については、「生活インフラ・国土保全」の分野において、都府県の平均値

より低い水準となった。これは、標準財政規模に対する有形固定資産取得価額の割合が平均より低

いことを表している。「教育」の分野においては、都府県の平均値より高い水準となった。これは、

人口に対する有形固定資産取得価額の割合が平均より高いことを表している。「福祉」の分野におい

ては、都府県の平均値より低い水準となった。これは、人口に対する有形固定資産取得価額の割合が

平均より低いことを表している。 

 

【町田市】 

老朽化の指標（教育）について、町田市は 61.1％と平均を上回った。町田市の小中学校は高度経

済成長期に建てられたものが多く、約 70％の小中学校は 1980年以前に建設されたものであり、建設

から 40 年程度経過する 2021 年度から更新需要が集中している。固定資産台帳上は、現在建設済の

小学校校舎等の減価償却率は、2030年には約 75％、2040年には約 88％まで上昇する見込みである。

また、今後少子化の影響で児童生徒数が急速に減少することが予測されている。児童・生徒数の変動

に柔軟に対応することができる新たな学校づくりを推進する必要があるため、「新たな学校づくり推

進計画」を策定し、2040年度までに適正規模・適正配置を進める。 

 

【大阪市】 

 「老朽化の度合を測定する指標」について、いずれの行政目的別でも平均値より高い水準にある。

大阪市は、事業用資産、インフラ資産を多く保有しており、整備から時間が経過している公共施設な

ども多くあり、今後の資産の更新計画などのアセットマネジメント（資産管理）が重要であると考え

られる。 

 「施設量を測定する指標」については、（生活インフラ・国土保全）及び（教育）は平均値より高

い水準にあり、（福祉）は平均値より低い水準にある。とりわけ、（生活インフラ・国土保全）の数値

が平均値より乖離が大きくなっており、これは、有形固定資産取得価額の約７割を占める土地が大

きく影響していると考えられる。 

 なお、大阪市では取得時期などに関わらず全ての土地について、原則として取得価格や時価等を

基準として適切に評価した金額により計上することとしているが、団体によって有形固定資産の計

上基準が異なることに注意が必要である。 

 

【江戸川区】 

老朽化度合について、「福祉」の項目を除き 50％を下回っている。これは、老朽化した施設の計画

的な統合や改修が行われているためである。特に、学校については毎年３校ずつ改築に着手してい

るため、「教育」の老朽化度合は平均値を大きく下回る数値となっている。今後も学校等の老朽化し

た資産については、統合や改修などが計画されているため、老朽化度合及び施設量の変化が見込ま
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れる。 

施設量については、「生活インフラ・国土保全」において、他自治体に比して財政規模に対する施

設量が突出して高くなっている。これについては、前述の「１ 公共施設等の現状を比較するための

指標」での分析と同様にインフラ資産の土地の取得額が大きいことが影響していると思われる。 

 

【吹田市】 

 老朽化の度合について、いずれの行政目的別においても平均値より高い水準となっている。特に

生活インフラ・国土保全において老朽化が進んでおり、計画的に既存道路の更新・改修を行っていく

ことが必要である。 

 教育においては前年度と比べると 1.6 ポイント減少したが、福祉においては 4.9 ポイント増加し

た。整備から時間が経過している施設が多くあり、各施設の状況を踏まえて改修等を進めることが

重要であると考えられる。 

 施設量については、いずれの行政目的別においても平均値及び中央値より低い水準となっている。

教育及び福祉は、前年度と比べると増加しており、人口増加を上回る有形固定資産取得価額の増加

があった。 

 

【郡山市】 

 「生活インフラ・国土保全」及び「教育」は、老朽化度合いと財政規模に対する施設量が平均値・

中央値を上回っている。これは、本市が広域であり、公共施設数やインフラ資産が多いこと、公共施

設全体のうち築 30 年以上の施設が約 75％を占めることが要因となっている。公共施設数について

は、特に公民館が、類似団体と比べて一人当たりの面積が２倍以上であり、築 30年を経過した施設

が 50%を超える状況にある。公民館を含む主要な貸館施設の稼働率が平均 29％であるため、公共施

設の適正規模・適正配置の検討を踏まえて、施設の量や質の適正化を図る必要がある。 

 「福祉」は、人口に対する施設量が中心値よりも下回っているが、老朽化度合いが市区において最

も高い。特に老朽化が進んでいる保育所については、令和３年度に「公立保育所個別施設方針」を策

定し、2029年度末で４施設の廃止を予定している。今後においても、個別の保育所ごとに築 50年に

達する時期を目安に、利用圏域内の保育需要推計や民間事業者が設置する施設の状況などを踏まえ

て、統廃合も含めた在り方を検討することとしている。 

 

【福生市】 

 老朽化度合で見ると、生活インフラ・国土保全及び教育では平均値・中央値ともに上回る水準であ

ったのに対し、福祉では平均値・中央値をともにわずかに下回る水準であった。福祉のみ平均値等を

下回った要因としては、令和元年度に福祉センター設備改良事業により数値が改善したことが要因

として考えられる。 

施設量で見ると生活インフラ・国土保全では平均値・中央値ともに下回る水準であり、福祉では平

均値を下回り、中央値を上回っている。教育では平均値・中央値を上回る水準であり、他自治体のな

かで人口に対する施設量では二番目に高い結果となった。施設量が多い一方で老朽化度合も高い分

野であるため、公共施設等の全体の状況を把握し、長期的な視点を持って、複合化・集約化・長寿命
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化等を計画的に行っていくことが必要になると考える。 

 

【八王子市】 

 行政目的別に本市の老朽化度合を比較すると、「生活インフラ・国土保全」が平均より高く、「教

育」「福祉」は平均程度となっている。また、施設量については、「生活インフラ・国土保全」「福祉」

は平均を下回っているが、「教育」は平均よりも多い。 

 「教育」分野の施設量が高く出ている要因としては、本市は市域が広く小・中学校の絶対数がそも

そも多いことに加え、直近の数年間で給食センターや義務教育学校など、教育施設の整備投資を積

極的に行っていることが考えられる。なお、直近で施設整備を行っているにもかかわらず老朽化度

合は 6割と市全体と同程度のため、今後も統廃合も含めた施設量の検討が必要である。 

 

【中央区】 

 老朽化の度合いについては、本区はいずれの分野においても 40％前後であり、相対的に老朽化は

進んでいないと言える。 

 「生活インフラ・国土保全」の財政規模に対する施設量は、190.8％と市区の中で最も少ないが、

インフラ資産の評価基準の違いによる影響があることに留意が必要である。 

 なお、昭和 59年度以前に取得した道路敷地の評価方法について、本区独自基準では「原則として

取得価額、不明な場合は取得当時の基準地価に面積を乗じたもの」としており、これを基に本指標を

算定した場合、6,400％超の異常値となる。そこで、本指標の算定に当たっては、他団体との比較を

容易にするため、統一的な基準の原則的な評価方法を採用している。 

 「教育」、「福祉」の人口に対する施設量は、ともに市区平均値及び中央値と比べてかなり高い水準

にあり、特に「教育」については、小学校等複合施設の取得により大幅に増加した。人口増加に伴う

施設整備による施設量の増加は、維持管理費の増大につながり、固定費として区の財政負担となる。

そのため、整備時から維持管理費の負担を考慮した施設づくりを進めていく必要がある。 

 

【世田谷区】 

 老朽化の度合について、（生活インフラ・国土保全）の値が平均を大きく下回る低い水準にあるの

は、インフラ資産の工作物のうち道路舗装等について取替法を採用していることが影響している。

一方、（教育）においては前年度より 1.2 ポイント増加の 62.1％、（福祉）においては 0.6 ポイント

増加の 52.9％だった。前述の「１公共施設等の現状を比較するための指標」において老朽化の度合

は 60.8％であったため、教育分野の水準が高く推移していると言える。 

 施設量については、いずれの分野も平均を下回る水準となっており、特に（教育）の分野では、前

年度と横ばいの数値で推移しているうえ、平均より大きく下回る低い水準となっている。分母の標

準財政規模や人口が高い数値にある要因にも留意が必要であるが、教育関連施設の需要の高まりに

対し、長期的な財政や人口の見通しを踏まえ長寿命化、複合施設化など様々な手法を組み合わせ、計

画的な施設の更新を行う必要がある。 

 

【渋谷区】 
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 渋谷区は近年の新設・建替等が影響し、区市平均・中央値と比較しても、全体的に老朽化の度合い

は低めにある。その中で区内の各施設間の比較において、引き続き「教育」が一番老朽化の度合が高

いという結果になった。 

人口に対する施設量も相対的に小さめとなっており、学校更新需要が集中している事が伺え、区

の「新しい学校づくり」方針・ロードマップ（小中一貫校化や仮設校舎整備等）とも整合している。 

今後 20年間で 19校の建て替えを予定しているため、経年で確認していく必要がある。 

 

【板橋区】 

「生活インフラ・国土保全」 

 老朽化の度合・財政規模に対する施設量ともに低い結果となった。ただし、老朽化の度合は道路資

産を取替法で管理している影響があり、財政規模に対する施設量も、インフラ資産土地の１円評価

の影響があるため、すべての自治体を同じように比較するのは難しい面もあると思われる。 

「教育」 

 老朽化の度合は平均より 1.7pt 高い結果となった。昨年度の板橋区の数値と比較すると、老朽化

の度合は 1.1pt 増加しており、老朽化が進行した。人口に対する施設量は平均より低い水準となっ

ている。区では老朽化を迎えている教育施設の改修等を進めているため、今後指標にどのような変

化が見られるか、分析する必要がある。 

「福祉」 

 老朽化の度合は平均より 4.7pt 高い結果となった。人口に対する施設量は、平均・中央値より下

回っている。昨年度の板橋区の数値と比較すると、老朽化度合いは、0.6pt増加しており、人口に対

する施設量は、10,527pt 減少している。人口に対する施設量の減少要因としては、区立特別養護老

人ホームの民営化が挙げられる。老朽化の度合は、平均を上回っているため、福祉関係施設を今後ど

のように更新していくか、検討の必要がある。 

 

【目黒区】 

 老朽化の度合については、いずれの項目も平均値を上回っている。なかでも生活インフラ・国土保

全の指標のついては、目黒区は道路資産に取替法以外の方法を採用していることから、同様の方法

を採用している自治体とともに高い水準になっているが、81.1％と比較自治体の中で一番高い数値

となっている。 

 教育と福祉の指標については、老朽化の度合、人口に対する施設量のどちらの指標も平均値より

も高い数値となっている。教育と福祉の指標に該当する施設は区有施設全体の 50％以上を占めてお

り、施設の更新に合わせて施設量の適正化も行っていくことが重要と考える。 
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５ おわりに 

本検討部会の「複数指標を組み合わせた分析」も７回目となりました。今年度も昨年度の分析内容

を踏襲しつつ、自治体間で意見交換を行い、引き続き経年比較分析と目的別の指標分析を行いまし

た。 

継続的な取組により、経年比較や分野別の分析といったより詳細な分析を行うことができました

が、引き続き課題についても解決に向けて検討を続けていく必要があります。特に新公会計制度の

立ち上げや導入から年数が経ち、参加団体によっては体制面に大きく差が出るようになりました。

新公会計制度専任の係や担当者が複数名いる自治体もある一方で、新公会計担当が１名ないし他業

務と兼任である、あるいは財政課などの業務分掌の一部となり予算編成等の主業務を優先せざるを

得ない等の状況が課題として見られるようになりました。 

今後の検討部会では会計処理の違いや自治体の特性に加え、自治体間の担当者の作業負担も考慮

しよりミニマムな分析を行っていくことが求められると考えられます。一方で単に単純化するので

はなく、分析内容の有効性や活用方法、利用目的を適切に評価し、分析そのものを継続的に取捨選択

していくことで自治体間比較部会自体の価値を高めていくことが求められます。 

参加団体にとって調査回答にかかるコストに見合う有益さを提供することで、おのずと構成員が

増えていくことが予想されます。今後はリース資産計上方法や正味財産変動計算書の廃止など会計

ルール自体の変化も予定されておりますので、今後もより多くの構成団体様と試行錯誤しながら、

新たな制度への柔軟な対応方法など情報交換できればと考えています。 

 

本報告書が、自治体間連携増進の一翼を担い、公会計制度のさらなる活用につながることを期待

しています。 

最後に、参加自治体担当者におかれましては、短期間での情報収集、各種調整にご協力いただきあ

りがとうございました。この場を借りて御礼申し上げます。 

 


